
事業個別表事業個別表事業個別表事業個別表

１．事業名等

会計 1

- 章 款 1

- 節 項 1

- 項 目 1

２．事業の目的

３．事業の内容

13 千円

【定例会・臨時会・各常任委員会等開催状況】

26 日 26 日

3 日 4 日

3 日 0 日

4 日 10 日

6 日 7 日

7 日 5 日

18 日 9 日

25 日 21 日

　・適正な議会運営に努めた。

　・政務調査費　議員一人あたり5,000円／月を交付。

５．事業費 （単位：千円）

20 21

建設産業常任委員会

議会運営委員会

特別委員会

広報委員会

平成21年度 平成20年度

定例会

臨時会

総務財政常任委員会

文教厚生常任委員会

年度決算 年度決算率

5,612-

対象（何、誰のために） 議会

適正な運営

5,804事　業　費

総
合
計
画 小項目

大項目

5,804

地方債

5,612一般財源 -

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

その他特定財源

議会費

予
算
科
目

中項目

議会事務局 一般会計

議会費

議会費

４．平成２１年度事業の成果

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

事業種別事業名

担当課 課長名 喜屋武良則

議会運営事業

関連計画等

　・議会を運営するための事務経費や関係団体への負担金を支出する。
　・議員の調査研究に資するため必要な経費（政務調査費）を交付する。

事業期間

根拠法令等 西原町議会政務調査費の交付に関する条例

平成 年度　～　平成 年度 総事業費

1. 新規 2. 継続
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事業個別表事業個別表事業個別表事業個別表

１．事業名等

会計 1

- 章 款 1

- 節 項 1

- 項 目 1

２．事業の目的

３．事業の内容

千円

議員報酬 千円

期末手当 千円

５．事業費 (単位：千円）

20 21

84,577

財
源
内
訳

一般財源 - 84,517

その他特定財源

地方債

県支出金

国庫支出金

事　業　費 - 84,517 84,577

４．平成２１年度事業の成果

57,180

18,083

率 年度決算 年度決算

根拠法令等 西原町議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例 関連計画等

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

適正に支払う

議員に報酬及び手当てを支払う

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費

対象（何、誰のために） 議員報酬

予
算
科
目

一般会計

総
合
計
画

大項目 議会費

中項目 議会費

小項目 議会費

担当課 議会事務局 課長名 喜屋武良則

事業名 議員報酬事業 事業種別 1. 新規 2. 継続
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事業個別表事業個別表事業個別表事業個別表

１．事業名等

会計 1

- 章 款 1

- 節 項 1

- 項 目 1

２．事業の目的

３．事業の内容

千円

【県外研修】

・総務財政常任委員会所管事務調査　10月８日～10日

調査地：北海道二木町、ニセコ町

調査事項

複合庁舎建設について

まちづくり基本条例に基づくまちづくり、情報公開、住民参画について

【議会独自研修会　】

講演会

「議会改革について」～議会の活性化をめざして～

講師：沖縄国際大学法学部教授　前津榮健　氏

「通年議会について」

講師：県町村議会議長会事務局長　石垣安秀　氏

５．事業費

20 21

2,777

財
源
内
訳

一般財源 - 2,538

その他特定財源

地方債

県支出金

国庫支出金

事　業　費 - 2,538 2,777

率 年度決算 年度決算

４．平成２1年度事業の成果

11月17日

2月23日

(単位：千円）

根拠法令等 西原町議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例 関連計画等

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

資質の向上を図り、審議能力を高めることを目的とする。

　議員の研修及び議会開催時の費用弁償を交付する事業

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費

小項目 議会費

対象（何、誰のために） 議員

議会費

中項目 議会費

担当課 議会事務局 課長名 喜屋武良則
予
算
科
目

一般会計

総
合
計
画

大項目

事業名 議員研修事業 事業種別 1. 新規 2. 継続
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事務個別表事務個別表事務個別表事務個別表

１．事業名等

会計 1

- 章 款 1

- 節 項 1

- 項 目 1

２．事業の目的

３．事業の内容

11 千円

・「議会だより」発行　発行回数：年４回、発行部数：全世帯分（琉大寮分除く。）

・議会会議 録製本　部数：１００部　配布先：町内自治会、議員、課長等

・会議録のインターネットによる公開

５．事業費

20 21

3,193

財
源
内
訳

一般財源 - 2,773

その他特定財源

地方債

県支出金

国庫支出金

事　業　費 - 2,773 3,193

４．平成２１年度事業の成果

(単位：千円）

率 年度決算 年度決算

根拠法令等 西原町議会だより発行規程 関連計画等

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

議会の活動状況を町民に知っていただき、町民の意思を議会に反映させる。

　議会の活動状況及び議事録を広報紙、ホームページで広報する。

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費

小項目 議会費

対象（何、誰のために） 全町民

議会費

中項目 議会費

担当課 議会事務局 課長名 喜屋武良則
予
算
科
目

一般会計

総
合
計
画

大項目

事業名 議会広報事業 事業種別 1. 新規 2. 継続
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事務個別表事務個別表事務個別表事務個別表

１．事業名等

会計 1

- 章 款 1

- 節 項 1

- 項 目 1

２．事業の目的

３．事業の内容

千円

1.昭和51年から昭和55年に開催された議会の会議録原本より閲覧用会議録を作成した。

５．事業費 （単位：千円）

20 21

1,660

財
源
内
訳

一般財源 - 1,660

その他特定財源

地方債

県支出金

国庫支出金

事　業　費 - 1,660 1,660

４．平成２１年度事業の成果

率 年度決算 年度決算

根拠法令等 関連計画等

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

閲覧できるように再編集する

　戦後の議会議事録を再編する。

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費

小項目 議会費

対象（何、誰のために） 戦後の議会議事録

議会費

中項目 議会費

担当課 議会事務局 課長名 喜屋武良則
予
算
科
目

一般会計

総
合
計
画

大項目

事業名 戦後の議事録再編事業 事業種別 1. 新規 2. 継続
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事務個別表事務個別表事務個別表事務個別表

１．事業名等

会計 1

6 章 款 2

1 節 項 6

1 項 目 1

２．事業の目的

３．事業の内容

千円

・月例現金出納検査 24 日

・水道事業決算審査 3 日

・決算審査 12 日

・定期監査 4 日

５．事業費

20 21

1,871

財
源
内
訳

一般財源 - 1,890

その他特定財源

地方債

県支出金

国庫支出金

事　業　費 - 1,890 1,871

４．平成２1年度事業の成果

(単位：千円）

率 年度決算 年度決算

根拠法令等 西原町特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例 関連計画等

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

適正かつ円滑な事務の執行を図る

　監査を実施するための事務経費、委員報酬の支出

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費

小項目 住民参加型の行政の推進 監査委員費

対象（何、誰のために） 監査事務

総務費

中項目 住民参加型の行政の推進 監査委員費

担当課 監査委員事務局 課長名 喜屋武良則
予
算
科
目

一般会計

総
合
計
画

大項目 行財政の確立

事業名 監査委員費 事業種別 1. 新規 2. 継続
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事務個別表事務個別表事務個別表事務個別表

１．事業名等

会計 1

- 章 款 2

- 節 項 1

- 項 目 1

２．事業の目的

３．事業の内容

20 21 千円

５．事業費 （単位：千円）

20 21

651

財
源
内
訳

一般財源 - 0

その他特定財源

地方債

531,968

県支出金

国庫支出金 2,760

事　業　費 - 2,760 532,619

４．平成２１年度事業の成果

１．定額給付事業　（給付における事業内訳）
　　事業費　（決算額）　519,384,000円
　　対象者数　34,672人　①+②+③
　　　　　　　　　①日本人　　総計　34,334人　　内訳　　 18歳以下の者　 8,254人
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 65歳以上の者　 4,608人
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 上記以外の者　21,472人
　　　　　　　　　②外国人　　総計　　　318人　　内訳　　 18歳以下の者　 　 42人
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 65歳以上の者　　　　 7人
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 上記以外の者　　  269人
　　　　　　　　　③基準日以　総計　　　 20人　　内訳　　 18歳以下の者　 　  0人
　　　　　　　　　　 に降決定　　　　　　　　　　　　　　　　　 65歳以上の者　　　　4人
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 上記以外の者　　   16人

２．定額給付事務事業　（事務執行における事業内訳　平成20年度～平成21年度）
　　事業費　（決算額）　15,994,157円
　　対象経費内訳　　①職員手当　  929,275円　　　④役務費　7,696,025円　（申請書郵送代等）
　　　　　　　　　　　　 ②賃金職員　2,465,280円　　　⑤委託料　1,994,955円　（システム委託料等）
　　　　　　　　　　　　 ③需用費　　　　979,247円　　 ⑥賃借料　1,929,375円　（OA機器リース）

率 年度決算 年度決算

根拠法令等 　地方財政法第１６条 関連計画等

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

　景気後退下での住民の不安に対処するため、住民への生活支援を行うとともに、あわせ
て住民に広く給付することにより、地域の経済対策に資することを目的としている。

　給付対象者1人につき12,000円（65歳以上及び18歳以下の者については20,000円）を給付する。

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費 556,365

小項目 一般管理費

対象（何、誰のために） 町に住所を有する者

総務費

中項目 総務管理費

担当課 総務課 課長名 喜納昌義
予
算
科
目

一般会計

総
合
計
画

大項目

事業名 定額給付金給付事業 事業種別 1. 新規 2. 継続
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事務個別表事務個別表事務個別表事務個別表

１．事業名等

会計 1

2 章 款 2

1 節 項 1

項 目 6

２．事業の目的

３．事業の内容

千円

【主な事業内容】

（１）土地利用規制等対策費交付金事業（国土利用計画法第23条　土地売買等届出）

・土地取引の届出に関する事業・・・・届出件数　　　２件

・無届土地取引関係・・・・報告・処理件数　　５件

（２）負担金

・沖縄県対米請求権事業協会負担金　・・・・　10,000円

・地域づくりネットワーク負担金　・・・・　20,000円

５．事業費 （単位：千円）

20 21

174

財
源
内
訳

一般財源 - 89

その他特定財源 43 47

地方債

県支出金

国庫支出金

事　業　費 - 132 221

４．平成２１年度事業の成果

率 年度決算 年度決算

根拠法令等 ①国土利用計画法 関連計画等

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

①適正な土地利用の指導を行い、快適な生活環境や暮らしやすい地域づくりを推進する。

①国土利用計画法第23条に基づく土地売買等届出業務
②消耗品、定期刊行物購読料、通信費
④負担金

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費

小項目 企画費

対象（何、誰のために） 西原町民

総務費

中項目 土地利用計画 総務管理費

担当課 企画財政課 課長名 玉那覇洋
予
算
科
目

一般会計

総
合
計
画

大項目 土地利用計画

事業名 企画事務運営事業 事業種別 1. 新規 2. 継続
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事務個別表事務個別表事務個別表事務個別表

１．事業名等

会計 1

3 章 款 2

1 節 項 1

1 項 目 6

２．事業の目的

３．事業の内容

千円

【主な事業内容】

①平和音楽祭

：

：

：

②平和の語り部事業

： 3件

５．事業費 （単位：千円）

20 21

1,460

財
源
内
訳

一般財源 - 1,496

その他特定財源

地方債

県支出金

国庫支出金

年度決算

事　業　費 - 1,496 1,460

参加者 1500人

派遣数

率 年度決算

４．平成２１年度事業の成果

日時 平成21年6月23日

場所 西原運動公園（交流広場）

根拠法令等 平和音楽祭・平和の語り部実施要綱 関連計画等

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

平和音楽祭及び平和の語り部をとおして平和の尊さを考え、平和の心を醸成するととも
に、平和意識の高揚に努める。

①平和音楽祭
②平和の語り部派遣事業

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費

小項目 平和思想の普及 企画費

対象（何、誰のために） あの悲惨な戦争を二度と繰り返さないために。

総務費

中項目 平和行政の推進 総務管理費

担当課 企画財政課 課長名 玉那覇洋
予
算
科
目

一般会計

総
合
計
画

大項目 平和で人間性豊かな創造のまち

事業名 平和行政推進事業 事業種別 1. 新規 2. 継続
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事業個別表事業個別表事業個別表事業個別表

１．事業名等

会計 1

3 章 款 3

1 節 項 1

1 項 目 1

２．事業の目的

３．事業の内容

千円

【主な事業内容】

人 千円 人 千円

・平成21年10月30日実施

・平成20年度に西原の塔の敷地整備を行い、引き続き町民に平和学習の場として利用されている。

５．事業費 （単位：千円）

20 21

284

財
源
内
訳

一般財源 - 2,423

その他特定財源

地方債

県支出金

国庫支出金

事　業　費 - 2,423 284

190

率 年度決算 年度決算

戦没者追悼式 160 186 171

４．平成２１年度事業の成果

平成21年度 平成20年度

参加人数 事業費 参加人数 事業費

根拠法令等 関連計画等

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

日露戦争以来、今次大戦にかけて戦争で犠牲になられた方々の御霊を祀り、ご冥福と恒久平和を実
現する。また、西原の塔を町民が平和を考える学習の場などとして活用できるよう管理を行う。

・西原の塔の維持管理
・戦没者追悼式

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費

小項目 平和思想の普及 社会福祉総務費

対象（何、誰のために） 町民

民生費

中項目 平和行政の推進 社会福祉費

担当課 福祉課 課長名 小橋川建次
予
算
科
目

一般会計

総
合
計
画

大項目 平和で人間性豊かな創造のまち

事業名 西原の塔管理事業 事業種別 1. 新規 2. 継続
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事業個別表事業個別表事業個別表事業個別表

１．事業名等

会計 1

3 章 款 10

3 節 項 1

1 項 目 1

２．事業の目的

３．事業の内容

千円

【教育委員会の開催】

定例会 年　１２回 臨時会　　年　5回

【教育委員会連合会総会及び研修会等参加】

・沖縄県市町村教育委員会連合会定期総会及び研修会　　　　　

・中頭地区市町村教育委員会連合会総会及び研修会

・沖縄県市町村教育委員研修会

・新任教育委員研修会

【学校訪問】

・小中学校、幼稚園訪問　　６日／年

【その他】

・青少年健全育成協議会（委員長が会長をつとめ、年１０回程度の会議等出席）

・西原町人材育成会（委員長が副会長をつとめ、年２回程度の会議等出席）

・西原町交通安全推進協議会（委員長が副会長をつとめ、年４回程度の会議等出席）

【予算執行】

報酬（委員長：月額80,000円　委員長職務代行者：月額68,000円　委員：月額67,000円　　計3,384,000円

旅費、費用弁償（55,000円）、需用費（31,290円）、負担金、補助金（68,920円）

５．事業費 （単位：千円）

20 21

3,540

財
源
内
訳

一般財源 - 3,598

その他特定財源

地方債

県支出金

国庫支出金

事　業　費 - 3,598 3,540

４．平成２１年度事業の成果

率 年度決算 年度決算

根拠法令等
西原町特別職の職員で非常勤のものの報酬
及び費用弁償に関する条例

関連計画等

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

円滑な委員会の運営を図る

教育委員会委員への報酬支払い及び事務経費を支出する。

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費

小項目 教育内容の充実 教育委員会費

対象（何、誰のために） 教育委員

教育費

中項目 学校教育の充実 教育総務費

担当課 教育総務課 課長名 新垣貞正
予
算
科
目

一般会計

総
合
計
画

大項目 平和で人間性豊かな創造のまち

事業名 教育委員会運営事業 事業種別 1. 新規 2. 継続
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事業個別表事業個別表事業個別表事業個別表

１．事業名等

会計 1

3 章 款 10

3 節 項 1

1 項 目 2

２．事業の目的

３．事業の内容

千円

【嘱託員等への報酬支出】

・学校施設工事施工監理嘱託員１人

・電算業務嘱託員報酬１人

・特別支援教育支援員報酬９人

【教育委員会事務局の事務経費】

事務執行に必要な、共済費、賃金、旅費、需用費、役務費、委託料、使用料及び賃借料を支出。

【教育関係団体への負担金の支出】

（負担金支出先）

・沖縄県市町村教育長協会負担金　（56,600円）

・沖縄県高等学校定時制通信制教育振興会補助金・分担金（20,667円）

・沖縄県公立文教施設整備期成会負担金（20,000円）

(補助金）

・西原中学校創立50周年記念事業補助金　　1,000,000円

５．事業費 （単位：千円）

20 21

34,151

財
源
内
訳

一般財源 - 32,157

その他特定財源

地方債

県支出金

国庫支出金

事　業　費 - 32,157 34,151

４．平成２１年度事業の成果

率 年度決算 年度決算

根拠法令等
西原町特別職の職員で非常勤のものの報
酬及び費用弁償に関する規則

関連計画等

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

円滑な事業執行を図る

・学校施設工事施行管理嘱託員、電算業務嘱託員、特別支援教育支援員の報酬支出
・教育委員会事務局の事務経費
・教育関係団体への負担金等の支出

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費

小項目 教育内容の充実 事務局費

対象（何、誰のために） 教育委員会事務局、教育関係団体

教育費

中項目 学校教育の充実 教育総務費

担当課 教育総務課 課長名 新垣貞正
予
算
科
目

一般会計

総
合
計
画

大項目 平和で人間性豊かな創造のまち

事業名 事務局運営事業 事業種別 1. 新規 2. 継続
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事業個別表事業個別表事業個別表事業個別表

１．事業名等

会計 1

3 章 款 10

3 節 項 1

1 項 目 2

２．事業の目的

３．事業の内容

2 千円

【西原町人材育成会の主な事業】

・町内に住所を有する者で優秀な学生、生徒で経済的理由による就学困難者に対し、学資を貸与する。

・児童生徒が体育行事、文化活動等で県を代表し、県外に派遣される場合の経費に対し、助成を行う。

【事業実績】

・学資貸与件数 ・学資貸与合計金額

円

（県内）

0 6 9 3 18

0 0 6 0 6

0 6 15 3 24

・派遣助成件数

39 件 231 名派遣 （派遣助成合計金額　7,801,194円）

５．事業費 （単位：千円）

20 21

500

財
源
内
訳

一般財源 - 1,000

その他特定財源 4,300 3,360

地方債

県支出金

国庫支出金

率 年度決算 年度決算

事　業　費 - 5,300 3,860

継続

新規

合計

４．平成２１年度事業の成果

大学
高校 合計

7,110,000

（海外） （県外）

根拠法令等 西原町補助金の交付に関する規則 関連計画等

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

就学や県外派遣への経済的支援を行い、将来的に有為な人材の育成を図る

西原町人材育成会に補助金を交付する。

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費

小項目 教育内容の充実 事務局費

対象（何、誰のために） 町内小中学生及び大学生等

教育費

中項目 学校教育の充実 教育総務費

担当課 教育総務課 課長名 新垣貞正
予
算
科
目

一般会計

総
合
計
画

大項目 平和で人間性豊かな創造のまち

事業名 人材育成会補助金交付事業 事業種別 1. 新規 2. 継続
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事業個別表事業個別表事業個別表事業個別表

１．事業名等

会計 1

3 章 款 10

3 節 項 2

1 項 目 2

２．事業の目的

３．事業の内容

千円

【職場体験学習（チャレンジデー）】

・キャリア教育の一環として、町立小学校の6年生が、1日、親の職場で「親の働く姿」を見学した。

【学校別事業費】 （単位：千円）

５．事業費 （単位：千円）

20 21

13,633

財
源
内
訳

一般財源 - 12,840

その他特定財源

地方債

県支出金

国庫支出金

事　業　費 - 12,840 13,633

6,172

率 年度決算 年度決算

合計 13,633 3,520 12,839

1,779

西原南小学校 2,492 590 2,558 1,226

西原東小学校 3,153 803 3,318

1,832

西原小学校 3,791 1,043 3,001 1,335

坂田小学校 4,197 1,084 3,962

４．平成２１年度事業の成果

平成21年度 平成20年度

事業費 うち備品購入費 事業費 うち備品購入費

根拠法令等 学校管理規則 関連計画等

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

小学校における教材備品等の適正な整備を行う。

・職場体験学習（チャレンジデー）の実施
・指定研究（総合学習）の実施
・学校図書、教科備品等の購入

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費

小項目 教育内容の充実 教育振興費

対象（何、誰のために） 町内4小学校の児童・教職員

教育費

中項目 学校教育の充実 小学校費

担当課 学校教育課 課長名 呉屋勝司
予
算
科
目

一般会計

総
合
計
画

大項目 平和で人間性豊かな創造のまち

事業名 坂田、西原、西原東、西原南小学校教育振興事業 事業種別 1. 新規 2. 継続
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事業個別表事業個別表事業個別表事業個別表

１．事業名等

会計 1

3 章 款 10

3 節 項 2・3

1 項 目 2

２．事業の目的

３．事業の内容

千円

【要保護・準要保護就学援助対象者数】 （単位：人） （単位：人、千円）

５．事業費 （単位：千円）

20 21

17,862

財
源
内
訳

一般財源 - 15,105

その他特定財源

地方債

279

県支出金

国庫支出金 119

事　業　費 - 15,224 18,141

率 年度決算 年度決算

8,148

中学校 109 9,134 87 7,076

小学校 200 9,007 181

４．平成２１年度事業の成果

平成21年度 平成20年度

対象者 補助金額 対象者 補助金額

根拠法令等
学校教育法及び第25条就学困難な児童及び生徒に
係る就学奨励についての国の援助に関する法律 関連計画等

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

経済的負担を軽減することにより、児童生徒が安心して学校生活を送ることができ、平等な
就学を保障する。

・経済的な理由により、就学困難な児童生徒の家庭状況を審査し、町が必要と認めた保護者に対して援助を行う。
・学用品費、通学用品費、校外活動費、新入学児童生徒学用品費、修学旅行費、学校給食費、医療費等を援助す
る。

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費

小項目 教育内容の充実 教育振興費

対象（何、誰のために） 生活保護世帯（要保護）及び経済的な理由により学用品費等の支払いが困難な世帯（準要保護世帯）

教育費

中項目 学校教育の充実 小学校費・中学校費

担当課 学校教育課 課長名 呉屋勝司
予
算
科
目

一般会計

総
合
計
画

大項目 平和で人間性豊かな創造のまち

事業名 要保護及び準要保護児童就学援助事業 事業種別 1. 新規 2. 継続
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事業個別表事業個別表事業個別表事業個別表

１．事業名等

会計 1

3 章 款 10

3 節 項 2・3

1 項 目 2

２．事業の目的

３．事業の内容

千円

【特別支援教育就学奨励】 （単位：人、千円）

５．事業費 （単位：千円）

20 21

387

財
源
内
訳

一般財源 - 345

その他特定財源

地方債

235

県支出金

国庫支出金 185

事　業　費 - 530 622

率 年度決算 年度決算

431

中学校 3 115 3 99

小学校 18 507 21

４．平成２１年度事業の成果

平成21年度 平成20年度

認定者数 補助金額 認定者数 補助金額

根拠法令等 特別支援学級就学奨励に関する法律 関連計画等

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

経済的負担を軽減し、特別支援教育の就学を支援する。

・特別支援学級に就学する児童又は生徒の保護者の経済的負担を軽減するため、その負担能力の程度に応じ、
特別支援学級への就学のため必要な経費の一部を補助する。
・対象となる経費は、学用品費、通学用品費、校外活動費、新入学費、修学旅行費、学校給食費

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費

小項目 教育内容の充実 教育振興費

対象（何、誰のために） 特別支援教育を必要とする児童生徒及び保護者

教育費

中項目 学校教育の充実 小学校費・中学校費

担当課 学校教育課 課長名 呉屋勝司
予
算
科
目

一般会計

総
合
計
画

大項目 平和で人間性豊かな創造のまち

事業名 特別支援教育就学奨励事業 事業種別 1. 新規 2. 継続
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事業個別表事業個別表事業個別表事業個別表

１．事業名等

会計 1

3 章 款 10

3 節 項 3

1 項 目 2

２．事業の目的

３．事業の内容

千円

【職場体験学習（チャレンジウィーク）】

・キャリア教育の一環として、町立中学校の2年生が、4日間、町内外の事業所に生徒を受け入れてもらい

　業務を実際に体験した。

【学校別事業費】 （単位：千円）

５．事業費 （単位：千円）

20 21

12,487

財
源
内
訳

一般財源 - 13,291

その他特定財源

地方債

県支出金

国庫支出金

事　業　費 - 13,291 12,487

3,505

率 年度決算 年度決算

合計 12,487 3,834 13,291

2,040

西原東中学校 6,484 2,037 6,368 1,465

西原中学校 6,003 1,797 6,923

４．平成２１年度事業の成果

平成21年度 平成20年度

事業費 うち備品購入費 事業費 うち備品購入費

根拠法令等 学校管理規則 関連計画等

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

中学校における教材備品等の適正な整備を行う。

・職場体験学習（チャレンジウィーク）の実施
・指定研究（総合学習）の実施
・学校図書、教科備品等の購入

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費

小項目 教育内容の充実 教育振興費

対象（何、誰のために） 町内2中学校の児童・教職員

教育費

中項目 学校教育の充実 中学校費

担当課 学校教育課 課長名 呉屋勝司
予
算
科
目

一般会計

総
合
計
画

大項目 平和で人間性豊かな創造のまち

事業名 西原、西原東中学校教育振興事業 事業種別 1. 新規 2. 継続
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事業個別表事業個別表事業個別表事業個別表

１．事業名等

会計 1

3 章 款 10

3 節 項 4

1 項 目 1

２．事業の目的

３．事業の内容

千円

【障害児保育巡回指導の実施】

・町立幼稚園に在園する障害児およびその保護者へ対して、医師・心理判定員・教育関係の経験を有する方

　を巡回指導員として委嘱し、就園・療育に係る指導助言及び相談を実施することにより、障害のある幼児の

　適切な就園を図った。

　実施幼稚園（回数）： 坂田幼稚園、西原幼稚園（６回）

５．事業費 （単位：千円）

20 21

882

財
源
内
訳

一般財源 - 877

その他特定財源

地方債

県支出金

国庫支出金

事　業　費 - 877 882

４．平成２１年度事業の成果

率 年度決算 年度決算

根拠法令等 西原町立幼稚園障害児保育実施要綱 関連計画等

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

良好で適切な教育環境を提供する

・町立幼稚園障害児保育実施会議の設置
・障害児保育巡回指導の実施
・町立幼稚園4園の運営・安全管理にかかる経費を支出

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費

小項目 教育内容の充実 幼稚園管理費

対象（何、誰のために） 町立4幼稚園の園児・幼稚園教諭

教育費

中項目 学校教育の充実 幼稚園費

担当課 学校教育課 課長名 呉屋勝司
予
算
科
目

一般会計

総
合
計
画

大項目 平和で人間性豊かな創造のまち

事業名 町立幼稚園管理運営事業 事業種別 1. 新規 2. 継続
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事業個別表事業個別表事業個別表事業個別表

１．事業名等

会計 1

3 章 款 10

3 節 項 1

1 項 目 2

２．事業の目的

３．事業の内容

千円

【教育相談委員への相談件数】

・68件

【特別支援教育支援員派遣状況】

・　9人

【不登校児童数】

人 人

【財政援助団体への補助金交付状況】

円

円

円

円

５．事業費 （単位：千円）

20 21

7,334

財
源
内
訳

一般財源 - 8,465

その他特定財源

地方債

県支出金 7 7

国庫支出金

事　業　費 - 8,472 7,341

率 年度決算 年度決算

町養護教諭研究会 17,000 保健指導資料・教材つくり

町中学校地区生徒指導連絡協議会 227,000 問題行動生徒との指導・支援

町地域ぐるみ学力向上対策協議会 3,300,000 確かな学力豊かな人間性の形成の活動

町特別支援学級担任会 180,000 合同宿泊学習

不登校児童生徒数 28 45

平成21年度補助金 主な活動内容

４．平成２１年度事業の成果

平成21年度 平成20年度

根拠法令等
西原町青少年教育相談員設置規則
特別支援教育支援員派遣要綱

関連計画等

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

・児童生徒に対し教育相談を行うことによって不登校、いじめの問題などの解決を図る
・障害による困難を克服するための特別支援教育を行う

・教育相談室を設置し、3人の相談員を配置
・学校長の申請に基づき、特別支援教育支援員を派遣する
・教育関係団体への負担金の支出

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費

小項目 教育内容の充実 事務局費

対象（何、誰のために） 教育委員会事務局、教育関係団体、教育上特別の支援を必要とする児童生徒

教育費

中項目 学校教育の充実 教育総務費

担当課 学校教育課 課長名 呉屋勝司
予
算
科
目

一般会計

総
合
計
画

大項目 平和で人間性豊かな創造のまち

事業名 事務局運営事業 事業種別 1. 新規 2. 継続
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事業個別表事業個別表事業個別表事業個別表

１．事業名等

会計 1

3 章 款 10

3 節 項 1

1 項 目 2

２．事業の目的

３．事業の内容

21 千円

【家庭学習ドリル】

　授業と連動させた家庭学習の取り組みを行うため、教科単元終了ごとに家庭学習ドリルを作成し、

全児童生徒へ配布した。

【理科教科モデル事業】

　町立小学校の教師を対象とした、理科教科の夏季研修会３回実施した。

　町立小学校4校理科教科モデル授業を10回実施した。

５.事業費 （単位：千円）

20 21

83

財
源
内
訳

一般財源 - 0

その他特定財源 2,000

地方債

県支出金

国庫支出金

事　業　費 - 0 2,083

４．平成２１年度事業の成果

率 年度決算 年度決算

根拠法令等 対米請求権地域振興事業助成金交付要綱 関連計画等

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

学力向上を支援する

・授業と連動させた家庭学習の取り組みを行うため、教科単元終了ごとに家庭学習ドリルを作成し、全児童生徒へ
配布する。
・町立小学校4校で理科教科のモデル授業を実施する。退職された大学や高校の理科専科の先生に、理科の実験
や、植物の観察実習等を直接指導してもらう。（町立小学校理科教科モデル事業）

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費

小項目 教育内容の充実 事務局費

対象（何、誰のために） 町内小中学生

教育費

中項目 学校教育の充実 教育総務費

担当課 学校教育課 課長名 呉屋勝司
予
算
科
目

一般会計

総
合
計
画

大項目 平和で人間性豊かな創造のまち

事業名 対米請求権地域振興助成事業 事業種別 1. 新規 2. 継続
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